















































































審査委員：主査  岩間 陽子 
委員  大山 達雄 
委員  竹中 治堅 
委員  河野 毅 
委員  渡邊 昭夫（（財）平和・安全保障研究所） 
 
本論文の最終報告に引き続き、平成１９年４月２７日（金）に審査委員会が開催された。
審査委員は岩間陽子准教授（主査）、大山達雄教授（副査）、竹中治堅准教授（副査）、河野
毅助教授（副査）、渡辺昭夫教授（財団法人平和・安全保障研究所副会長）の５名であった
が、本論文について以下のような意見が出された。 
 
1. 結論部分の整理がやや不十分であり、分かりにくい。理論部分でたてた仮説は証明
されたと言いうるのか。本研究で用いている社会化と実利的インセンティブの２概
念によりマトリックスを作成して各期間を分析すると、よりわかりやすくなるので
はないか。 
2. 論文全体の構成として、理論部分と歴史的展開の部分があるので、それぞれを第１
部、第２部として分けた方がよいのではないか。 
3. 社会化は軍人に対するものと文民に対するものがあったが、どちらがどのように有
効であったのかをより明確にした方がよい。 
4. 結局のところ、最も重要であったのはNATO加盟の可能性であったのではないか。 
5. 著者の分析は概ね優れているが、英文表記にやや問題があるので、プロによる英語
のエディティングを受ける必要がある。 
 
 上記のコメントに対して、著者は直ちに論文の修正を行い、修正稿を提出し、主査の最
終確認を経た上で各審査委員との了解を得た上で博士論文最終版として提出させることに
した。審査委員会は、このような手続きを経ることを合意し、本論文が本学博士論文とし
て妥当であると結論付けた。 
